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研究成果の概要（和文）：本研究では、地方都市郊外の公立および都市部私立小学校の児童(n=249)を対象に、体力な
らびに3軸加速度計により定量化された身体活動量（身体不活動量）と、ネガティブ・ポジティブな心理的因子との関
連を、背景にある社会的因子や生活習慣も考慮しながら横断的に検討した。その結果、本研究の対象児童では、学校種
別(社会経済的背景)や生活習慣を調整しても、体力・身体活動量（不活動量）が子どものネガティブあるいはポジティ
ブな心理的因子や欠席日数と独立して関連し、かつそれらが学業不出来感や実際の学業成績に間接的に関わっている可
能性が示唆された。今後は、上記因子間の因果関係を検討する前向き研究が課題である。

研究成果の概要（英文）：Present study examined the association of fitness, physical activity and inactivit
y quantified using a three-axis accelerometer with negative-and positive psychological factors, taking int
o account lifestyle and social factors, 249 fourth to sixth grades of children of public school in suburbs
 of local city and urban private school. As a result, objectively evaluated fitness level and physical ina
ctivity assessed by a questionnaire were independently associated with psychological factors and number of
 absence per year, adjusting for the lifestyle and school type. However, quantified physical activity was 
associated only with a small part of the psychological factors. Further, the association was indirectly in
volved in academic performance or academic unsatisfactory feeling. Prospective study to examine the causal
 relationship among the above-mentioned factors is needed.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

近年、文部科学省が公表した都道府県別体

力・学力テストの総合得点に相関が認められ、

教育関係者の注目を集めている。この結果を

踏まえ、小・中学校教育の現場で体育の授業

時間数の増加など、積極的に体力づくりを推

し進める動きが広がりつつある。この現象に

ついて、谷口ら[大分大学教育福祉科学部研究

紀要, 2010]の報告では、主観的体力が高い、

つまり体力に自身がある子どもは自己効力

感が高く、これが学習への意欲につながって

いることが示唆されている。体力テストの評

価値と学力テストの成績は、子どもの身体

的・知的パフォーマンスを示すものであり、

両者の間に「意欲」というポジティブな心理

的因子が介在している可能性は高い。このよ

うなことから、日常の身体活動量、特に自由

時間における自発的な身体活動量も、子ども

の心理的因子と何らかの関連があることが

予想される。しかしながら、現時点で子ども

の身体活動量に関しては、質問紙による調査

もしくは歩行数の報告にとどまっており、体

力のみならず、加速度計により強度・時間が

定量化された身体活動量も併せて心理的因

子との関連性を検討した報告は皆無である。 

以上の背景を踏まえ、体力と学力を短絡的

に結びつけて捉える前に、まずは体力ならび

に定量化された身体活動量と、「心理的スト

レス」・「ストレッサー」「意欲」・「ストレス

対処能力」など多面的な心理的因子との関わ

りを検討する必要がある。それと同時に、同

一の集団で体力・身体活動量と子どもの生活

習慣との関連を再検討すべきであろうし、保

護者の養育意識や保護者自身の生活習慣、ソ

ーシャルサポート、公立・私立学校の別、地

域性など、子どもの運動行動に影響をもたら

す環境的因子を考慮することも、研究成果を

実践に生かす上で重要と考えられる。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、以下の３つの課題について、

その背景因子をも考慮しながら分析し、子ど

もの体力・身体活動量とメンタルヘルス、さ

らに子どもの知的パフォーマンスである学力

（あるいはその代替指標）との独立した関連

性を検討することを目的とした。 

(1) 体力・身体活動量と心理的因子に関連する

因子の探索 

まず、対象児童の学校別・体力別・心理的

問題の有無別に子ども・保護者の生活習慣・

養育意識、課外活動状況などの特性比較を行

い、体力・身体活動量と心理的因子との関連

に絡む因子を探索する。抽出された因子は、

課題(2)における解析の調整因子として用いる。

(2) 客観的に評価された体力・身体活動量と心

理的因子との関連性 

本課題では、体力のみならず、客観的に評

価された身体活動量や身体不活動（テレビ・

ビデオ・ゲームの時間）と心理的因子との間

に、(1)で抽出された因子で調整しても独立し

た関連があるか否か検討する。なお、心理的

因子については、心理的ストレス、ストレッ

サーといったネガティブな指標に、ストレス

対処能力といったポジティブな指標も併せて

用い、上記課題を検討する。 

(3) 体力・身体活動量・心理的因子と学力（あ

るいはその代替指標）との関連性の検討 

子どもの知的パフォーマンスである「学力」

と、「身体的パフォーマンス」としての体力・

身体活動量、ならびに心理的因子との関連性

を、保護者の同意が得られた児童について検

討する。学業成績データの使用が困難である

場合は、主観的な学業不出来感の指標を代替

指標として用いる。 

 

３．研究の方法 

(1) 対象 

 本研究の対象は、地方都市（平成 26年 3

月 1日現在の人口：44,935人、都市階級区分：

小都市）郊外の公立小学校（A校）および政



令指定都市（平成 26年 3月 1日現在の人口：

1,468,022人：都市階級区分：大都市）に所在

する私立小学校（B校）に在籍する 4～6年生

の児童であった。 

(2) 調査項目 

① 児童の生活習慣・課外活動と保護者の生

活習慣・養育意識 

調査の 1週間前に対象児童の全保護者への

調査概要と協力要請の文書通達後、児童の生

活習慣（起床・就寝時刻と 1週間あたりの朝

食回数）・課外活動の状況（学習塾、スポー

ツ教室・文化系の教室、外遊び時間）、身体

不活動量（テレビ・ビデオ・ゲーム時間）な

らびに保護者の生活習慣（睡眠、食事、飲酒、

喫煙）・養育意識を尋ねるアンケートを配付

した。 

②体格 

 体格の指標として、身長と体重を用いて肥

満度[日本学校保健会, 2006]を算出し、標準体

重の 20％以上に該当する場合を「肥満」と判

定した。 

③体力・身体活動量 

体力テストの実施種目、測定方法および評

価は文部科学省の新体力テストに準じた。握

力（筋力）、上体起こし（筋力・筋持久力）、

長座体前屈（柔軟性）、反復横跳び（敏捷性）、

20mシャトルラン（全身持久力）、50m走（走

能力）、立ち幅跳び（跳能力）、ソフトボール

投げ（投能力）の 8種目を実施した。測定値

は文部科学省の評価表に照らして得点化し、

8種目の総合得点を年齢・性で標準化された

評価表にあてはめ、成績の良い順に A～Eの

5段階で体力レベルを評価した。 

 身体活動量の測定には、3軸加速度センサ

を内蔵し、歩・走行活動のみならず生活活動

量も精度高く計測できる活動量計（オムロ

ン・ヘルスケア株式会社製 Active Style Pro 

HJA-350IT）を使用した。児童は、教諭の指

示のもと、登校時から下校時まで腰部に活動

量計を装着した。なお、下校後の活動につい

ては、スイミングスクールやサッカーなど、

活動量計を装着できない活動に参加してい

る児童が多数おり、データの信頼性が損なわ

れること、および児童・保護者の負担を考慮

し、活動量計は装着しないこととした。なお、

活動量データとして、歩・走行と生活活動量、

歩数、強度別の活動時間を用いた。加えて、

自由時間の自発的な身体活動強度として、両

校ともに 10:00-10:20に設定されている業間

の活動強度の平均値を解析に用いた。 

③ 心理的特性および年間欠席日数 

 心理的特性の調査には、信頼性・妥当性が

確認されているパブリックヘルスリサーチ

センター版ストレスインベントリー小学生

用（PSI）[坂野ら, 実務教育出版, 2006]を用い、

「ストレス反応」、「ストレッサー」、「ソーシ

ャルサポート」の状況を評価した。PSIの手

引き[坂野ら, 実務教育出版, 2006]に基づき、

各項目スコア分布の 80パーセンタイル以上

に該当する場合を「問題あり」と判断した。

加えて、A校児童のみ、ストレス対処能力と

して近年注目されている児童用 SOC（首尾一

貫感覚：Sense of coherence）尺度[坂野ら, 学

校保健研究, 2009]に回答してもらい、得点を

算出した。さらに、年間欠席日数を心身の状

況を示す客観的な指標として使用し、欠席日

数の分布の第 3四分位である年間欠席 5日以

上とそれ未満の 2群に全体を区分した。 

(3) 解析方法 

性・学校種別、体力水準（評価 A－B：中

－高体力、C－E：低体力）、PSIで調査した

ストレス反応項目における問題の有無、年間

欠席 5日以上の有無で区分された群間の量的

データの比較にマン・ホイットニーの U検定、

クラスカル・ウォリス検定あるいは関連因子

で調整した共分散分析を、二群間の比率の検

定にはカイ二乗検定を用いた。 

上記特性比較により、ストレス反応の下位

尺度である身体的反応、抑うつ・不安、不機

嫌・怒り、無力感の問題の有無、および年間



欠席 5日以上の有無それぞれで区分した 2群

間で有意差が認められた調査項目を抽出し

た。次に、各ストレス反応の有無と欠席日数

5日以上の有無を従属変数、上記 2群間で有

意差が認められた調査項目を独立変数とし

た二項ロジスティック回帰分析により、スト

レス反応および年間欠席日数への体力なら

びに身体活動に関連する指標（スポーツ活動

時間・身体不活動時間・外遊び時間）の主効

果を検討した。上記解析には統計ソフト SPSS

（Ver.19）を用い、有意水準は 5％未満とした。 

(4) 倫理的配慮ならびに個人情報の取り扱い 

本調査は、九州大学健康科学センター倫理

委員会の承認を得て実施された。対象校の管

理職、養護教諭、および保護者には、調査の

主旨と内容、データの取扱について対面およ

び文書で説明し、同意を得た。個人が特定さ

れないよう、IDを付して解析を実施した。 

 

４．研究成果 

目的として設定した3課題について、得られ

た成果を以下にまとめる。 

(1) 体力（身体活動量・身体不活動量）と心

理的因子に影響する因子の探索 

 A校（n=135）と B校（n=114）児童の特性

を比較したところ、前者のメンタルヘルスが

極めて低く、保護者にも好ましくない生活習

慣・養育意識が認められた。また、両校児童

の間で、学習塾・習い事・外遊び・身体不活

動（テレビ・ビデオ・ゲーム）時間の割合の

違いが認められた。さらに、体力水準が高い

群ほど、学習塾や文化系教室への参加割合・

時間も多く、その背景として家庭の経済状況

の違いが推察された。さらに、PSI のストレ

ス反応 4 項目（身体的反応、抑うつ・不安、

不機嫌・怒り、無力感）の問題の有無、およ

び欠席日数 5 日以上とそれ未満で区分した 2

群間の特性比較を行ったところ、体力および

身体不活動時間の他に、学校種別、生活習慣、

および課外活動への参加状況やその時間に

も有意差が認められた。子どもの体力・身体

活動量とメンタルヘルスとの独立した関連

を検討する上で、生活習慣、課外活動および

学校種別は調整因子として必須と考えられ

た。 

(2) 体力・身体活動量と心理的因子との関連性

の検討 

それぞれの学校における体力（身体活動

量・身体不活動量）とPSIを用いて調査したス

トレス反応および欠席日数との関連性を横断

的に検討した。両校とも、低体力（評価D・E）

に属する児童の割合が男女ともに全国や所属

自治体に比べ高い状況であった。 

A校の中－高体力群と低体力群の特性比較

では、中－高体力群の年間欠席日数が男児・

女児ともに有意に低体力群よりも少なかった。

加えて、男児の低体力群における抑うつ・不

安症状、無力感（意欲の欠如）、友人関係不良

および年間欠席日数5日以上の出現率（年齢調

整）は、中－高体力群に比べ2.9～5.2倍高かっ

た。一方、女児では体力とメンタルヘルスと

の有意な関連は認められなかった。 

B校児童では、A校のような体力と心理的特

性との有意な関連性は認められなかった。し

かしながら、A校と同様に、年齢で調整して

も、中－高体力群の欠席日数は低体力群より

も有意に低かった。さらに、一緒に遊ぶ友達

の数も中－高体力群が低体力群に比べ有意に

多かった。 

続いて、A・B両校児童を併せた集団

（n=249）において、抑うつ・不安症状保有

には、学校種別、関連する生活習慣および課

外活動で調整しても、身体不活動時間（テレ

ビ・ビデオ・ゲームなどのいわゆるスクリー

ンタイム）が長いことが独立して関連し、無

力感（意欲の欠如）・欠席日数には、体力が

低いことが独立して関連していた。以上の結

果から、児童のメンタルヘルスを良好に保つ

上で、好ましい体力や身体不活動時間が少な

いことが重要な因子である可能性が示唆さ



れた。 

一方、活動量計で定量化した身体活動量に

は、有意な性差と学年差が認められた。さら

に、学校によって活動量計の装着時間が異な

り、身体活動量指標の絶対値に有意差が認め

られたため、性別に、装着時間と学年を調整

し、ストレス反応の有無および欠席日数5日以

上の有無で区分された2群の身体活動量指標

を比較した。その結果、男児のみ、身体的反

応に問題を有する群の歩・走行以外の生活活

動量が問題なし群よりも有意に多かった。こ

の結果から、クラス全員が同じ授業を受けて

いるにも関わらず、歩・走行以外の低強度の

動作が多い、つまり、「落ち着きのなさ」が身

体的ストレス反応と関連する可能性が推察さ

れた。中野ら[発育発達研究, 2011]は、多動性・

衝動性の行動傾向がある幼児に身体的愁訴が

多かったことを報告しており、本研究の結果

が多動性・衝動性の行動傾向と何らかの関連

があるか、臨床心理的視点で再検討する必要

がある。一方、女児においては、ストレス反

応と身体活動量指標との関連は認められなか

った。欠席日数においても、男女ともに各指

標との有意な関連は認められなかった。 

上記の結果から、子どもの心身の状態を包

括的に示す１つのマーカーとして、体力・身

体活動（不活動）量が有用であることが示唆

された。体力は、日常身体活動とは異なり、

意図的に最大能力を発揮した結果であること

から、単なる身体能力の評価指標としてでは

なく、子どもの「がんばる力」、つまり意欲を

反映する指標とも考えられる。 

一方、活動量計を用いて定量化された身体

活動指標は、体力水準をある程度は反映して

いたものの、性、年齢、および学校による装

着時間の差異の影響が大きく、心理的特性と

の独立した関連はごく一部にとどまった。さ

らに、身体活動量の調査においては、学校で

恒例行事として実施される体力測定とは異な

り、子ども自身および現場の学校関係者に全

く負担をかけずにデータを取得することが困

難である上に、調査実施者にとってもデータ

取得のための実務的処理、解析、およびその

フィードバックにかかる費用と労力は膨大で

ある。これらの事情も含め総合的に考えると、

子どもの身体活動量を客観的に評価する際に

は、その目的と応用、そして費用・労力対効

果を再検討する必要があると考えられた。 

(3) 体力・身体活動量・心理的因子と学力（あ

るいはその代替指標）との関連性の検討 

A校児童 135名（男児 68名、女子 67名）

を対象に、体力、ストレス対処能力（SOC）、

PSIにて評価した心理的特性、および年間欠

席日数との相互関連性を横断的に検討した。 

男児・女児ともに、ストレス反応およびそ

の原因であるストレッサーと SOC の間に負

の関連が認められ、ソーシャルサポートと

SOC の間に正の関連が認められた。さらに、

男児においては、低体力群の SOC が中－高

体力群に比べ有意に低かった。欠席日数は、

男女ともに、ストレッサー（学業）が高い群

と低体力群で有意に多かった。欠席日数 5日

以上を従属変数、体力・SOC・性別・ストレ

ッサー（学業）を独立変数としたロジスティ

ック回帰分析においても、低体力が独立して

欠席日数と関連していた。 

一方、学業成績データの使用が許可された

B校児童（2-6年生、n=190）において、中－

高体力群と低体力群との学業成績（国語・算

数の偏差値合計）を性・年齢を調整して比較

したところ、中－体力群の方が低体力群より

も成績が有意に良好であるとともに、欠席日

数は有意に少なかった。 

成績データの使用の可否によって、上記 2

校を併せて解析することはかなわなかった

が、背景が大きく異なる両校の結果を統合す

ると、近年報告されている学業成績と体力と

の関連の背景には、低体力と強く関連する欠

席が、学業の理解を妨げるという１つの経路

が存在する可能性が示唆された。 



 上記(1)～(3)の課題の成果を総括する。文部

科学省「子どもの学習費調査」によれば、世

帯年収が高いほど、子どもの補助教育費も高

いという報告がなされている。特に小学校で

は、私立が公立の 4.8 倍と極めて格差が大き

いことから、本研究の対象校間で、保護者の

社会経済的状況が異なることが推察される。

しかしながら、本研究の対象児童においては、

このような社会背景的因子を調整しても、体

力・身体活動量（不活動量）が子どものネガ

ティブあるいはポジティブな心理的因子や

欠席日数と独立して関連し、かつそれらが学

業不出来感や実際の学業成績に間接的に関

わっている可能性が示唆されたことから、学

校で体力・身体活動量を向上させることの意

義が示された。 

 本研究の 1つ目の限界は、対象校数と児童

数が標準的な見解に至るほど十分ではない

ことである。また、使用できるデータ（成績・

ストレス対処能力）が対象校によって異なっ

ていたため、一部の解析を同一集団で実施す

ることがかなわなかった。さらに、本研究は

横断的研究であったため、関連が認められた

各因子間の因果関係を示すものではない。 

以上の課題を踏まえ、以後の研究では、より

多くの地域で、多数の学校を対象に、社会経

済的背景も考慮した上で体力・身体活動量

（不活動量）と心理的因子や学業成績との因

果関係を検討する前向き研究が必要と考え

られた。特に、ストレス対処能力の１つの指

標である SOCは、ネガティブな心理的特性の

ほとんどと有意な負の関連を示したことか

ら、今後は、子どもが示すストレス反応をス

クリーニング的に評価するのみならず、スト

レスや困難を乗り越える能力（生きる力）も

併せて評価し、体力・身体活動量（不活動量）

や子どもの心身の健康、ひいては学力との因

果関係を検討することを課題としたい。 
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